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各都道府県・各政令市廃棄物行政主管部（局）長 殿 

 

 

 

        環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長 

廃棄物規制課長 

 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令の

施行について（通知） 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和５年環境省令

第12号。以下「改正省令」という。）が、令和５年７月27日に公布され、同年９月16日か

ら施行されることとなった。 

ついては、下記の事項に留意の上、その運用に当たり遺漏なきを期するとともに、貴管

内市町村等に対しては、貴職より周知願いたい。  

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添える。 

 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号。以下「規

則」という。）では、産業廃棄物処理業の許可申請、変更許可及び変更届出並びに廃

棄物処理施設の設置許可申請、変更許可及び変更届出等（以下「許可申請等」とい

う。）の際に、第９条の２第６項、同条第９項等の例外を除き、規則に規定されてい

る書類を全て添付しなければならないこととされている。今般、行政手続等の利便性

の向上や行政運営の簡素化・効率化等が求められていることに鑑み、一定の場合は書

類の添付を省略できることとし、行政手続の合理化に資する改正を行うものである。 
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なお、一般廃棄物処理業の許可申請、変更許可及び変更届出については、添付する

書類が規則に規定されていないものの、本通知を踏まえて書類の添付を省略するなど、

手続の合理化に努められたい。 

 

第２ 改正の内容 

１ 書類の添付省略規定を創設（規則第 21条） 

改正省令では、許可申請等において、同時に二以上の申請書その他の書類を提出す

る場合、各申請書その他の書類に添付すべき書類の内容が同一であるときは、一の申

請書その他の書類にこれを添付し、他の申請書その他の書類にはその旨を記載して、

一の申請書その他の書類に添付した書類の添付を省略することができることとした

（規則第 21条第１項）。また、環境大臣又は都道府県知事は、本人確認情報（住民基

本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号。以下「住基法」という。）第 30 条の６第１項に規

定する本人確認情報をいう。）を利用し、又は当該情報の提供を受ける方法その他の

方法により、規則によって添付すべき書類の内容を確認することができるためその添

付の必要がないと認めるときは、その必要がないと認める書類の添付を省略させるこ

とができることとした（規則第 21条第２項）。 

 

２ 書類の添付を省略できる事例とその書類 

規則第 21条第１項における書類の添付省略は、例えば、法人が同一の都道府県知事

に対して産業廃棄物収集運搬業の新規許可と産業廃棄物処分業の新規許可を同時に申

請する場合において、産業廃棄物収集運搬業許可の申請書には登記事項証明書等を添

付し、産業廃棄物処分業許可の申請書には、添付を省略する書類の一覧表を提出する

こと等により当該書類の添付を省略する旨を記載して当該書類の添付を省略すること

等が考えられる。 

また、規則第 21条第２項における書類の添付省略は、申請者が書類を添付する際に

環境大臣又は都道府県知事が添付の必要がないと認める場合にこれを可能とするもの

であり、したがって、都道府県知事において添付の必要がないとは認められない場合

には、申請者の意思にかかわらず、書類の添付を省略させないことも可能である。な

お、省略の判断に当たっては、以下の具体例を参考とされたいが、省略することがで

きる事例とその書類は以下に限られない。 

 

＜書類の添付を省略することができる場合の具体例＞ 

① 本籍地情報に変更がないと認められる場合における住民基本台帳ネットワークシ

ステム（以下「住基ネット」という。）の利用その他の手段により、個人や法人の

役員等の住民票の写しにおいて確認すべき氏名・現住所の真正性等の内容を確認で

きるときは、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限る。）（規則第３条第５項第

10号等関係）の添付を省略することができる。 
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なお、令和４年地方分権改革に関する提案募集の結果を受け、地域の自主性及び

自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和

５年法律第 58号。以下「第 13次一括法」という。）第４条において、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）における許可申請等のうち住民票

の写しの添付を求める規則に関する事務を住基法別表に追加することとしたため、

法令上は、第 13 次一括法を受けて改正される住基法が施行される令和５年９月 16

日から住基ネットを利用可能となる。住基ネットの利用に当たっては以下（参考）

の地方公共団体情報システム機構のホームページを参照されたい。 

 

② 産業廃棄物処理業者が許可の更新と同時に優良認定を申請する場合において、申

請先の都道府県等が確認する内容に係る情報連携システムを構築していること等に

より、添付を必要とせずに住民税（道府県民税、市町村民税、都民税及び特別区民

税をいう。）、事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税及び都市計画税（以下

「地方税」という。）を滞納していないことを確認できるときは、地方税を滞納し

ていないことを確認できる書類（規則第９条の３第８号等関係）の添付を省略する

ことができる。 

 

（参考） 

地方公共団体情報システム機構 

https://www.j-lis.go.jp/about/service.html 

https://www.j-lis.go.jp/about/service.html

